
令和３年第３回取手市議会定例会議事日程（第４号）

令和３年９月１７日（金）午前１０時開議

日程第１ 議案第４６号 取手市政治倫理条例の一部を改正する条例について

日程第２ 議案第４９号 令和３年度取手市一般会計補正予算（第９号）

議案第５０号 令和３年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計補正予

算（第１号）

議案第５１号 令和３年度取手市国民健康保険事業特別会計補正予算

（第１号）

議案第５２号 令和３年度取手市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

議案第５３号 令和３年度取手市介護保険特別会計補正予算（第１号）

日程第３ 認定第 １号 令和２年度取手市一般会計決算の認定について

認定第 ２号 令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計決算の

認定について

認定第 ３号 令和２年度取手市国民健康保険事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 ４号 令和２年度取手市後期高齢者医療特別会計決算の認定につ

いて

認定第 ５号 令和２年度取手市介護保険特別会計決算の認定について

認定第 ６号 令和２年度取手市競輪事業特別会計決算の認定について

認定第 ７号 令和２年度取手地方公平委員会特別会計決算の認定につい

て

日程第４ 決議案第３号 令和２年度取手市一般会計決算に関する決議案について

日程第５ 議案第５４号 令和３年度取手市一般会計補正予算（第１０号）

日程第６ 請願第２５号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための政

府予算に係る意見書採択を求める請願

日程第７ 請願第２２号 取手市と龍ケ崎市・利根町の図書館相互利用協定推進を求

める請願

請願第２３号 議会図書室の整備促進を求める請願

請願第２４号 傍聴席を市民席と改名する事を求める請願



日程第８ 意 見 書 案

第 １ ０ 号

県が茨城県南水道企業団と交わしている契約水量を使用実

態に合わせること、及び県水の原価の引き下げを求める意

見書について

意 見 書 案

第 １ １ 号

重要土地利用規制法の廃止を求める意見書について

意 見 書 案

第 １ ２ 号

コロナ禍に苦しむ人々に食料を支援する施策を求める意見

書について

意 見 書 案

第 １ ３ 号

沖縄戦戦没者の遺骨等を含む土砂を埋め立てに使用しない

よう求める意見書について

日程第９ 意 見 書 案

第 １ ４ 号

教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意

見書について

意 見 書 案

第 １ ５ 号

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実

を求める意見書について

日程第 10 決議案第２号 都市計画道路の在り方に関する決議案について

日程第 11 議会運営委員会、総務文教常任委員会、福祉厚生常任委員会の中間報告の件











令 和 ３ 年 ９ 月 ８ 日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

総務文教常任委員会

委員長 小 堤 修

委員会審査報告書

本委員会に付託の事件は，審査の結果，下記のとおり決定したので会議規則第１１０条

の規定により報告します。

記

事件の番号 件 名 議決の結果

議案第４６号 取手市政治倫理条例の一部を改正する条例について 原 案 可 決

認定第 ７号 令和２年度取手地方公平委員会特別会計決算の認定に

ついて

認 定



令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

福祉厚生常任委員会

委員長 石 井 めぐみ

委員会審査報告書

本委員会に付託の事件は，審査の結果下記のとおり決定したので会議規則第１１０条の

規定により報告します。

記

事件の番号 件 名 議決の結果

議案第５１号 令和３年度取手市国民健康保険事業特別会計補正予算

（第１号）

原 案 可 決

議案第５２号 令和３年度取手市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

原 案 可 決

議案第５３号 令和３年度取手市介護保険特別会計補正予算（第１号） 原 案 可 決

認定第 ３号 令和２年度取手市国民健康保険事業特別会計決算の認

定について

認 定

認定第 ４号 令和２年度取手市後期高齢者医療特別会計決算の認定

について

認 定

認定第 ５号 令和２年度取手市介護保険特別会計決算の認定につい

て

認 定



令和３年９月１０日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

建設経済常任委員会

委員長 金 澤 克 仁

委員会審査報告書

本委員会に付託の事件は，審査の結果下記のとおり決定したので会議規則第１１０条の

規定により報告します。

記

事件の番号 件 名 議決の結果

議案第５０号 令和３年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計補

正予算（第１号）

原 案 可 決

認定第 ２号 令和２年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計決

算の認定について

認 定

認定第 ６号 令和２年度取手市競輪事業特別会計決算の認定につい

て

認 定



令和３年９月１５日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

一般会計決算・予算審査特別委員会

委員長 染 谷 和 博

委員会審査報告書

本委員会に付託の事件は，審査の結果下記のとおり決定したので会議規則第１１０条の

規定により報告します。

記

事件の番号 件 名 議決の結果

議案第４９号 令和３年度取手市一般会計補正予算（第９号） 原 案 可 決

認定第 １号 令和２年度取手市一般会計決算の認定について 認 定



決議案第３号

令和２年度取手市一般会計決算に関する決議案について

標記の決議案を別紙のとおり、会議規則第１４条第２項の規定により提出する。

令和３年 ９月１７日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

提出者 一般会計決算・予算審査特別委員会

委員長 染 谷 和 博

〔提案理由〕

認定第１号 令和２年度取手市一般会計決算の審査を踏まえ、次年度以降の予算編成等に必要

と考える一般会計決算・予算審査特別委員会からの提言事項を議会として表明するため、決議す

るもの。



令和２年度取手市一般会計決算に関する決議案

今回の一般会計決算・予算審査特別委員会での審査の結果、令和４年度以降の予算編成等に必要

と考える下記事項を提言します。

記

１ 広報紙をより多くの市民に

全戸へ行き渡るよう配付・配置の拡大をさらに進め、配置の案内や広報郵送サービスの案内周

知をより一層進めること。

２ 高齢者移動支援充実を

高齢者移動支援のニーズに応えられるような施策を検討すること。

３ 農業公社事業の改革

利用者へのアンケート結果等を踏まえた上で、早急な改革案策定の検討に努めること。

４ 地球温暖化対策

2030年までの目標設定やロードマップ作成により、対策を進めること。

５ 生ごみ堆肥化の推進

生ごみ堆肥化事業を行う団体の活動範囲等を精査し、より一層、生ごみの減量に努めること。

６ 取手の農産物利用拡大を

市内産農産物の消費拡大のため、米粉利用や給食での利用など対策を検討すること。

７ いじめ防止対策

教育相談部会の役割や取組状況を改めて家庭に周知し、保護者との連携を図ること。

以上、決議いたします。

令和 ３年 月 日

茨城県取手市議会



令和３年９月１６日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

議 会 運 営 委 員 会

委員長 岩 澤 信

請願審査報告書

本委員会は，令和３年９月１日に付託された請願審査の結果，下記のとおり決定したので，会議

規則第１４３条の規定により報告します。

記

受付番号 件 名 審査結果 措 置

請願第２３号 議会図書室の整備促進を求める請願 不 採 択

請願第２４号 傍聴席を市民席と改名する事を求める請

願

不 採 択



令 和 ３ 年 ９ 月 ８ 日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

総務文教常任委員会

委員長 小 堤 修

請願審査報告書

本委員会は，令和３年９月１日に付託された請願審査の結果，下記のとおり決定したので，会議

規則第１４３条の規定により報告します。

記

受付番号 件 名 審査結果 措 置

請願第２２号 取手市と龍ケ崎市・利根町の図書館相互利

用協定推進を求める請願

不 採 択

請願第２５号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制

度堅持のための政府予算に係る意見書採

択を求める請願

採 択 関係機関に意見書

を提出



意見書案第１４号

教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書について

上記の意見書案を別紙のとおり、会議規則第１４条第２項の規定により提出する。

令和３年 ９月１７日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

提出者 総務文教常任委員会

委員長 小 堤 修



教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（案）

学校現場では、新型コロナウイルス感染症対策による教室の消毒作業等や貧困・いじめ・不登校

など解決すべき課題が山積しており、子どもたちのゆたかな学びを実現するための教材研究や授業

準備の時間を十分に確保することが困難な状況となっています。ゆたかな学びや学校の働き方改革

を実現するためには、加配の増員や少数職種の配置増など教職員定数改善が不可欠です。

３月に改正義務標準法が成立し、小学校の学級編制標準が学年進行により段階的に35人に引き

下げられます。今後、小学校だけに留まるのではなく、中学校・高等学校での35人学級の早期実施

が必要です。さらに、きめ細かな教育をするためには30人学級の実現が不可欠です。

一方、厳しい財政状況の中、独自財源により人的措置等を行っている自治体もありますが、自治

体間の教育格差が生じることは大きな問題です。義務教育費国庫負担制度については、「三位一体改

革」の中で2006年度に国庫負担率が２分の１から３分の１に引き下げられました。国の施策として

定数改善に向けた財源保障をし、子どもたちが全国のどこに住んでいても、一定水準の教育を受け

られることが憲法上の要請です。ゆたかな子どもの学びを保障するための条件整備は不可欠です。

よって、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が計画

的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられるよう強く要請します。

記

１ 中学校・高等学校での35人学級を早急に実施すること。また、さらなる少人数学級について検

討すること。

２ 学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配の増員や少数職種の配置増など教職

員定数改善を推進すること。

３ 教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、地方財政を確保した上で義務教育費国庫負

担制度を堅持すること。

以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

令和 ３年 月 日

茨城県取手市議会

【提出先】衆議院議長 参議院議長 内閣総理大臣 財務大臣 総務大臣 文部科学大臣



意見書案第１５号

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見書について

上記の意見書案を別紙のとおり、会議規則第１４条第１項の規定により提出する。

令和３年 ９月１７日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

提出者 取手市議会議員 岩 澤 信

〃 〃 関 川 翔

〃 〃 根 岸 裕美子

〃 〃 落 合 信太郎

〃 〃 石 井 めぐみ

〃 〃 佐 藤 隆 治

〃 〃 赤 羽 直 一



コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見書（案）

新型コロナウイルス感染症のまん延により、地域経済にも大きな影響が及び、地方財政は来年度

においても、引き続き、巨額の財源不足が避けられない厳しい状況に直面しています。

地方自治体では、コロナ禍への対応はもとより、地域の防災・減災、雇用の確保、地球温暖化対

策などの喫緊の課題に迫られているほか、医療介護、子育てをはじめとした社会保障関係経費や公

共施設の老朽化対策費など将来に向け増嵩する財政需要に見合う財源が求められます。

その財源確保のため、地方税制の充実確保が強く望まれます。

よって、国においては、令和４年度地方税制改正に向け、下記事項を確実に実現されるよう、強

く要望します。

記

１ 令和４年度以降３年間の地方一般財源総額については、「経済財政運営と改革の基本方針2021」

において、令和３年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとされて

いるが、急速な高齢化に伴い社会保障関係経費が毎年度増大している現状を踏まえ、他の地方歳

出に不合理なしわ寄せがなされないよう、十分な総額を確保すること。

２ 固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹を揺るがす見直しは家屋・償

却資産を含め、断じて行わないこと。生産性革命の実現や新型コロナウイルス感染症緊急経済対

策として講じた措置は、本来国庫補助金などにより国の責任において対応すべきものであるため、

現行の特例措置は今回限りとし、期限の到来をもって確実に終了すること。

３ 令和３年度税制改正において土地に係る固定資産税について講じた、課税標準額を令和２年度

と同額とする負担調整措置については、令和３年度限りとすること。

４ 令和３年度税制改正により講じられた自動車税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減の延長

について、更なる延長は断じて行わないこと。

５ 炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方税又は地方譲与税として地方に税

源配分すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。

令和 ３年 月 日

茨城県取手市議会

【提出先】衆議院議長 参議院議長 内閣総理大臣 内閣官房長官 総務大臣 財務大臣

経済産業大臣 経済再生担当大臣



決議案第２号

都市計画道路の在り方に関する決議案について

標記の決議案を別紙のとおり，会議規則第１４条第２項の規定により提出する。

令和３年９月１７日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

提出者 建設経済常任委員会

委員長 金 澤 克 仁

〔提案理由〕

取手市議会建設経済常任委員会にて都市計画道路の調査を行った結果、市民生活の利便性

を向上すべく、都市計画道路の在り方に関し、議会としての意見を表明するため提出するも

の。



都市計画道路の在り方に関する決議案

取手市内には、39 路線、総延長 71.46 キロメートルの都市計画道路が都市計画決定され

ており、令和２年３月 31 日現在、そのうち 47.82 キロメートル、66.92％が整備済みとなっ

ている。

取手市議会建設経済常任委員会は、昨年から取手市内の都市計画道路の現状の調査を続け

てきた。令和３年４月 22 日には都市計画道路に関する知識、理解を深めるため、執行部を

交えた勉強会を開催し、同年７月 28 日には、取手市内の都市計画道路未整備区間の現地視

察を実施した。その中で、市民生活の利便性向上の為には早急に全ての路線を整備すること

が望ましいが、市の財政状況等を勘案すると厳しい現状も理解できた。

よって、都市計画道路の整備率の向上に向け、都市計画道路の在り方を下記のとおり表明

する。

記

１ 整備可能な路線については、予算確保に尽力し早急な整備に努めること。

２ 現実的に整備が厳しい路線については、都市計画の見直しも含め今後の在り方について

検討すること。

以上、決議する。

令和３年 月 日

茨城県取手市議会



令和３年９月１６日

取手市議会議長

齋藤 久代 殿

議会運営委員会

委員長 岩 澤 信

委 員 会 中 間 報 告 書

本委員会に付託の調査事件について，会議規則第４５条の規定により，下

記のとおり報告いたします。

記

１ 調査事件名 令和３年第１回意見交換会時要望・意見に関する当委員会所管事項

２ 調査の経過 令和３年６月４日，６月２３日，９月１６日

３ 意 見 別紙のとおり



【
議
会
運
営
委
員
会
】
令
和
３
年
５
月
１
５
日
市
民
と
の
意
見
交
換
会
（
要
望
・
意
見
）

項
目

要
望
・
意
見

現
状
（
回
答
）

１
意
見
交
換
会
の
周
知
方
法
を
、
全
戸
に
行
き
わ
た
る
よ
う
に
工
夫
を
。

引
き
続
き
開
催
案
内
の
広
報
手
段
や
周
知
方
法
を
調
査
し
な
が
ら
１
人
で
も
多
く
の

方
が
参
加
い
た
だ
け
る
よ
う
情
報
発
信
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

２
ひ
び
き
を
新
聞
折
り
込
み
し
て
ほ
し
い
。

引
き
続
き
調
査
し
て
い
き
ま
す
。

３

感
染
症
対
策
会
議
は
、
会
派
長
以
外
に
も
、
常
任
委
員
会
の
委
員
長
も
出

席
し
て
は
ど
う
か
。

市
議
会
感
染
症
対
策
会
議
や
市
議
会
災
害
対
策
会
議
は
、
有
事
に
議
会
の
１
つ
の
機
能

と
し
て
活
動
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
最
小
限
の
必
要
な
構
成
員
で
構
成

し
、
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
に
協
議
決
定
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り
、
正
副

議
長
と
、
各
会
派
の
代
表
を
構
成
員
と
い
た
し
ま
す
。

４

も
う
少
し
市
民
が
参
加
し
や
す
い
工
夫
を
。
ま
た
、
資
料
・
報
告
内
容
と

も
に
、
も
っ
と
理
解
し
や
す
い
も
の
に
す
べ
き
。
今
日
は
市
民
が
少
な
い
。

ど
の
よ
う
な
工
夫
を
さ
れ
た
か
？

次
回
は
、
わ
か
り
や
す
い
も
の
と
な
る
よ
う
発
言
者
や
資
料
作
成
者
は
工
夫
し
、
よ
り

よ
い
意
見
交
換
会
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

開
催
案
内
は
、
議
会
だ
よ
り
「
ひ
び
き
」、
議
会
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
「
ひ
び
き
メ
ー
ル
」、

市
議
会
F
a
c
e
b
o
o
k
ペ
ー
ジ
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
広
報
す
る
と
と
も
に
、
市
内

公
共
施
設
や
郵
便
局
、
駅
、
ス
ー
パ
ー
、
高
校
な
ど
へ
の
ポ
ス
タ
ー
掲
示
や
案
内
チ
ラ

シ
の
配
布
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
１
人
で
も
多
く
の
方
が
参
加
い
た
だ
け
る
よ
う
情
報

発
信
に
努
め
て
い
き
ま
す
。



令和３年９月１６日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

総 務 文 教 常 任 委 員 会

委員長 小 堤 修

委 員 会 中 間 報 告 書

本委員会に付託の調査事件について，会議規則第４５条の規定により，下

記のとおり報告いたします。

記

１ 調査事件名 令和３年第１回意見交換会時要望・意見に関する当委員会所管事務

２ 調査の経過 令和３年６月１６日，７月１２日，９月８日

３ 意 見 別紙のとおり



【
総
務
文
教
常
任
委
員
会
】
令
和
３
年
５
月
１
５
日
市
民
と
の
意
見
交
換
会
（
要
望
・
意
見
）

項
目

要
望
・
意
見

現
状
（
回
答
）

１

オ
ン
ラ
イ
ン
は
必
須
。

公
民
館
の
Wi
-F
i
環
境
整
備
を
進
め
て
ほ
し
い
。
一
部
の
団
体
は
使
用
し

て
い
る
よ
う
だ
が
、
個
人
は
使
え
な
い
。

・
市
内
６
公
民
館
で
は
、
市
民
向
け
パ
ソ
コ
ン
講
座
の
た
め
、
公
民
館
の
パ
ソ
コ
ン
を
講
座
室
の

無
線
L
A
N
回
線
に
接
続
し
て
い
ま
す
。
こ
の
パ
ソ
コ
ン
は
、
公
民
館
定
期
利
用
団
体
で
Ｉ
Ｔ

機
器
の
指
導
者
が
い
る
団
体
に
、
お
貸
し
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
講
座
室
の
無
線
L
A
N
回
線
は
、
一
般
W
i-
F
iサ
ー
ビ
ス
と
し
て
解
放
し
て
い
ま

せ
ん
。
こ
の
回
線
は
、
既
存
の
行
政
シ
ス
テ
ム
の
た
め
の
も
の
で
、
公
衆
W
i-
F
iを
実
施
す
る

と
、
既
存
シ
ス
テ
ム
に
影
響
が
出
て
し
ま
う
か
ら
で
す
。

・
公
衆
W
i-
F
iを
接
続
す
る
に
は
別
途
光
回
線
を
敷
設
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
設
置
工
事
及
び
そ

の
後
の
運
用
に
新
た
な
費
用
が
か
か
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
費
用
対
効
果
、
財
源
負
担
及
び
各
公

民
館
の
利
用
状
況
の
バ
ラ
ツ
キ
な
ど
に
よ
り
、
現
在
の
と
こ
ろ
は
、
公
民
館
の
W
i-
F
i環
境
整

備
に
つ
い
て
の
予
定
は
あ
り
ま
せ
ん
。

・
今
後
、
現
在
の
状
況
に
変
化
が
あ
れ
ば
、
設
置
の
可
否
も
含
め
て
検
討
し
て
い
く
方
針
で
す
。

２

取
手
市
内
の
高
校
生
が
会
社
を
立
ち
上
げ
て
本
を
出
版
。
市
と
し
て
も
も

う
少
し
応
援
し
て
ほ
し
い
。

取
手
市
で
は
創
業
支
援
事
業
に
お
い
て
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
コ
ン
テ
ス
ト
や
創
業
ス
ク
ー
ル
を
実

施
し
て
お
り
、
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
コ
ン
テ
ス
ト
で
は
学
生
部
門
を
設
け
、
学
生
が
自
分
の
ビ
ジ
ネ

ス
プ
ラ
ン
を
発
表
し
、
市
民
の
方
に
ア
ピ
ー
ル
し
た
り
審
査
委
員
の
方
か
ら
事
業
の
ア
ド
バ
イ
ス

が
も
ら
え
る
よ
う
な
場
を
提
供
し
て
い
ま
す
。
創
業
ス
ク
ー
ル
も
学
生
が
参
加
し
て
起
業
の
基
礎

知
識
を
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
起
業
を
考
え
て
い
る
学
生
の
方
を
広
く
応
援

し
て
い
ま
す
。



令和３年９月１６日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

福 祉 厚 生 常 任 委 員 会

委員長 石 井 め ぐ み

委 員 会 中 間 報 告 書

本委員会に付託の調査事件について，会議規則第４５条の規定により，下

記のとおり報告いたします。

記

１ 調査事件名 令和３年第１回意見交換会時要望・意見に関する当委員会所管事務

２ 調査の経過 令和３年６月１７日，９月９日

３ 意 見 別紙のとおり



【
福
祉
厚
生
常
任
委
員
会
】
令
和
３
年
第
１
回
市
民
と
の
意
見
交
換
会
（
要
望
・
意
見
）

要
望
・
意
見

回
答

１
シ
ニ
ア
の
ス
マ
ホ
保
有
率
は
7
割
。
し
か
し
、
使

用
し
て
い
る
の
は
ほ
と
ん
ど
電
話
機
能
の
み
。

ス
マ
ホ
は
電
話
で
は
な
く
情
報
収
集
ツ
ー
ル
で

あ
る
と
い
う
認
識
に
変
わ
る
必
要
が
あ
る
。
Zo
o
m

に
興
味
の
あ
る
人
は
潜
在
的
に
い
る
と
感
じ
て

い
る
。

高
齢
者
の
孤
立
化
防
止
に
、
ど
の
よ
う
に
オ
ン
ラ

イ
ン
を
活
用
す
る
か
検
討
を
。
今
後
も
推
進
を
。

ス
マ
ホ
の
活
用
は
、
高
齢
者
の
孤
立
化
防
止
の
一
助
に
な
り
得
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
情
報
収
集
ツ
ー
ル
と
し

て
扱
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
知
識
を
得
る
場
・
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
場
に
つ
い
て
は
、
市
や
企
業
、

地
域
が
、
そ
れ
ぞ
れ
設
け
て
い
ま
す
。

孤
立
化
防
止
の
取
組
の
一
例
と
し
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
で
直
接
的
な
接
触
を
控
え
ざ
る
を
得
な
い

問
題
を
解
消
す
る
た
め
に
、
市
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
「
憩
い
・
オ
ン
ラ
イ
ン
」
が
令
和
２
年
に
市
内
に
発
足
し

た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
今
後
、
高
齢
者
を
含
む
市
民
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
の
オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
推
進
に
つ

い
て
活
動
す
る
予
定
で
す
。

ま
た
、
2
0
20
年
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現
に
向
け
た
改
革
の
基
本
方
針
」
に
示
さ
れ
た
「
誰
一

人
取
り
残
さ
な
い
、
人
に
や
さ
し
い
デ
ジ
タ
ル
化
」
と
い
う
構
想
を
実
現
す
る
た
め
に
策
定
さ
れ
た
「
自
治
体
デ

ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
推
進
計
画
」
に
基
づ
き
、
高
齢
者
の
デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド
解
消
に
向
け

た
様
々
な
取
組
を
行
う
予
定
と
の
こ
と
で
す
の
で
、
市
議
会
と
し
て
も
今
後
の
取
組
を
注
視
し
て
ま
い
り
た
い
と

考
え
ま
す
。


